
資料５
第１専門委員会の検討の進捗状況（概要）並びに検討会議からの意見・指示等

１　県立高等学校の適正な学校規模・配置の在り方

検討会議からの意見・指示事項等

太字：議長提案

細字：検討委員意見

「上から押しつぶして４にするのではなく、逆に
５－６学級高校への方向」

２　その他の地区については、（イ）少なくとも４
学級以上の学校規模を標準とし、且つ（ロ）現
在５－６学級以上の学校については、その数を
極力維持する。

３　例外として、他高校へ困難な地域・高校に
ついては次の指針を定めるが、現実対応として
は、県教委と各地域との話し合いに基づく総合
判断によるものとする。

（イ）地域との密着度が特に高く、コミュニティ
立・住民立といえる状況にある学校について
は、２学級以上は当面維持。

（ロ）２学級未満となった場合には、交通の便が
確保され且つ家庭に過度の負担にならないシ
ステム確立を前提に、統廃合の検討を行うもの
とする。

・統廃合した学校の生徒の通学経費を県が補助
するのは均等を欠く。県が金銭的な補助ができ
ないのであれば働きかけをしたり、又は地域単位
で取り組むのは良いこと。義務教育ではない。

１　青森、弘前、八戸（以下「３市」という。）につ
いては少なくとも６学級以上の学校規模を標準
とする。

「市部は市部内で、郡部は核を定めてその中で
統廃合の大原則」

専門委員会の検討の進捗状況（概要）

①１学年当たりの適正な学級数

検討課題

（ア）市部、町村部の高校のそれ
ぞれの望ましい学級数

　教育の機会均等と高校教育水準の維持向上という視点が不可欠であり、その
た
めには教員配置を重要な条件として考えることが必要。
  市部・郡部とも学校配置を見直しながら、生徒の入学状況や地域性などを考
慮
することで基準を分けて考えると、以下のような学校規模が望ましい。
　市　部　４～８学級
　町村部　３～４学級　最低限２学級
    分校　どうしてもやむを得ない所のみ特色を持たせて存続させる
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１　県立高等学校の適正な学校規模・配置の在り方

検討会議からの意見・指示事項等

・（議長私案の）２と３は地域性を考えてそれで良
いのではないか。

・（議長私案の）３のイについては、小、中、高が
お互いに存続させるような協力関係になってい
なければ、将来統廃合の対象となり得ると示すの
は良いこと。

・職業高校のこともあるが、６学級、最低でも４学
級と考えるのが良いのではないか。

・３市以外であっても、十和田地区など６学級以
上のコアになれる状況を持っているところがあ
る。

検討課題 専門委員会の検討の進捗状況（概要）

（イ）普通高校、職業高校、総合
学科の高校のそれぞれの望まし
い学級数

 市部
    普通科（進学校）・・・６～８学級
    普通科         ・・・４～６学級
    総合学科       ・・・４学級以上
    職業学科       ・・・４～８学級
  町村部
    普通科         ・・・３～４学級　最低２学級
    総合学科       ・・・４学級以上
    職業学科       ・・・４学級以上
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１　県立高等学校の適正な学校規模・配置の在り方

検討会議からの意見・指示事項等検討課題 専門委員会の検討の進捗状況（概要）

・　普通科
　　各教科の基礎学力や広い教養を身に付けさせるとともに上級学校への進学に
　対応できるようにする。
・　職業学科
　　地域社会の現状（産業構造や雇用状況等）を考えると、普通科を優先する視
　点には問題がある。将来の県全体のニーズからも、農工商はそれぞれの地域で
　必要がある。
・　総合学科
  　職業選択に向けたキャリア教育として、社会人講話、職場体験、志望の職業
　に合わせた科目選択、進路志望に向けた研究で、キャリア教育を実践する。

 （ア）普通科、職業学科、総合
学科の目指す役割

②普通科と職業学科と総合学科の
在り方
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１　県立高等学校の適正な学校規模・配置の在り方

検討会議からの意見・指示事項等専門委員会の検討の進捗状況（概要）

　生徒、保護者が選ぶ学校は全県一区であるため、市・郡部について全県的視点
に立って再編の検討が必要がある。割合は自然に決まるので、学科等の見直しを
進める中で自然的に学級減を行うのが理想的である。しかし、保護者・生徒から
圧倒的に指示される普通高校を増やす等、何らかの方向性を打ち出しても良いの
ではないか。普通科を漸増してはどうか。

（イ）全県的視野での普通科、職
業学科、総合学科の地区毎の
募集割合

検討課題

4



１　県立高等学校の適正な学校規模・配置の在り方

検討会議からの意見・指示事項等

　これまでのように、非常に活気のある市部の大規模校を削って郡部の学校を
残す方法は問題がある。
　また、統廃合を議論した場合、市部に厚く郡部を切り捨てる方向に流れがちで
あるが、教育の格差を起こさないために郡部をどうするか十分配慮する必要がある。
  高校教育が特定の市町村のための教育ではないことや、先生達が生徒達をきち
んと教育できる条件づくりをすることを念頭に置くと、今の学校数を残し、学級
数を減らしていく方法は、正常な高校教育ができなくなることから、統廃合以外
の選択肢がないのはやむを得ない。

専門委員会の検討の進捗状況（概要）

（ア）　全県的視野での統廃合
の必要性と可能性
  　　・　統廃合以外の選択肢

③　適正な学校規模を実現する
ための方策

検討課題
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１　県立高等学校の適正な学校規模・配置の在り方

検討会議からの意見・指示事項等

（ハ）同種類高校（普通と普通、工業と工業等）

・地域の特色を打ち出すのであれば、少し変
わった学校ができるのではないか。

４　統廃合の組み合わせ：必要に応じて優先さ
せるべきは、

（ロ）順応性あり（商業と農業、同左と普通の普
通等）

（ニ）逆に順応性薄（工業、水産等とその他）但
し試行は可能なるべし－工業高校にも普通高
校を併設＝ネガティブ

　　　　→　以下、次回以降協議予定

　　③　適正な学校規模を実現するため
の方策
　  （イ）　統廃合の進め方
　  　　・　統廃合基準を設定するのか
　　（ウ）　地区毎の学校配置
　  ④　校舎制の今後の方向性
 　 ⑤　定時制の今後の方向性

・学校全体の経営について、先生の側からのデ
メリット、生徒の側からのデメリットを検討して進め
た方が良い。

・こういう組み合わせが駄目だということはないの
ではなかろうか。年間行事、教員数、場所等がき
ちんとあれば可能だと思う。

・定時制については、少子化に対応するという観
点から方向としては同様に考えるしかないのでは
ないか。同じブロックで集約できるものは集約す
る。定時制を特別扱いするべきではない。

　学級数が増えることは、教員配置が増えたり、生徒の活動費が増えるといった
メリットは考えられものの、新たな建設又は設備整備には経費がかかるといった
デメリットが考えられる。
　また、学校にはそれぞれ伝統があること、生徒の質が違う、ということも単純
には解決できない問題もある。

（イ）　統廃合の進め方
  　　・　統合による新しいタイプ
の高校の可能性

検討課題 専門委員会の検討の進捗状況（概要）
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